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所持者数 
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１． 人口・世帯 

（１）人口の状況 

本市の人口は、2023（令和５）年 9 月末現在で 56,988 人です。人口は減少傾向にあ

り、2018（平成 30）年から 2023（令和５）年の５年間で 4,000 人減少しています。 

年齢別にみると、年少人口（0～14 歳）及び生産年齢人口（15～64 歳）は減少し続

けています。高齢者人口は増加傾向にありますが、前期高齢者は 2021（令和３）年以

降減少しており、2021（令和３）年から 2023（令和５）年にかけて 542 人減少してい

ます。一方、後期高齢者は令和２年以降増加傾向にあり、2020（令和２）年から 2023

（令和５）年にかけて 205 人増加し 11,249 人となっています。 

 

【年齢別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年９月末現在） 

 

 

 

  

6,253人 6,142人 6,032人 5,887人 5,693人 5,541人

33,863人 33,171人 32,343人 31,584人 31,081人 30,525人

9,862人 9,817人 10,017人 10,215人 10,042人 9,673人

11,010人 11,141人 11,044人 10,866人 10,938人 11,249人

60,988人 60,271人 59,436人 58,552人 57,754人 56,988人
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30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

70,000人

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

前期高齢者人口（65～74歳） 後期高齢者人口（75歳以上）
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（２）世帯の状況 

本市の世帯数は、2023（令和５）年 9 月末現在で 23,198 世帯となっています。世帯

数は増加傾向がみられ、2018（平成 30）年から 2023（令和５）年にかけて 479 世帯

の増加になっています。 

人口が減少傾向にあり世帯数が増加していることから、1 世帯あたり人員は減少傾

向にあり、一人暮らしの増加がうかがえます。1 世帯あたり人員は、2018（平成 30）

年の 2.68 人から 2023（令和５）年には 0.22 人減少し、2.46 人となっています。 

 

【世帯数及び世帯あたり人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年９月末現在） 

 

 

 

 

 

  

22,719世帯 22,791世帯 22,895世帯 22,965世帯 23,081世帯 23,198世帯

2.68人 2.64人 2.60人 2.55人 2.50人 2.46人

0.00人
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1.00人

1.50人

2.00人

2.50人

3.00人

0世帯

5,000世帯

10,000世帯

15,000世帯

20,000世帯

25,000世帯

30,000世帯

35,000世帯

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

世帯数 世帯当たり人員
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（３）将来人口 

将来人口の推計については、「伊達市 人口動向分析・将来人口推計」より、【パタ

ーン１（社人研推計準拠）】が実績値に最も近かったため、この推計を採用し、2023（令

和５）年９月の住民基本台帳の値で補正しています。 

これによると、2024（令和６）年以降も人口減少は続き、2026（令和８）年は 54,822

人と 2023（令和５）年より 2,166 人減になると予想されます。 

年少・生産年齢人口は、総人口と同様に減少傾向が続きます。高齢者人口は 2021（令

和３）年まで増加傾向にありましたが、2022（令和４）年には減少に転じ、以降わず

かに減少しています。 

 
【伊達市の将来人口】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：2018（平成 30）年～2023（令和５）年：住民基本台帳（各年 9 月末現在） 

2024（令和６）年～2028（令和 10）年：「伊達市 人口動向分析・将来人口推計【パターン１

（社人研推計準拠）】を 2023（令和５）年９月値で補正 

 

 

  

6,253人 6,142人 6,032人 5,887人 5,693人 5,541人 5,400人 5,249人 5,092人 4,942人 4,792人

33,863人 33,171人 32,343人 31,584人 31,081人 30,525人 29,914人 29,346人 28,802人 28,238人 27,665人

20,872人 20,958人 21,061人 21,081人 20,980人 20,922人 20,949人 20,949人 20,929人 20,923人 20,926人

60,988人 60,271人 59,436人 58,552人 57,754人 56,988人 56,263人 55,544人 54,822人 54,103人 53,383人

34.2% 34.8% 35.4% 36.0% 36.3% 36.7% 37.2% 37.7% 38.2% 38.7% 39.2%
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60,000人

70,000人

80,000人

90,000人

H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年

０～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

実績値 推計値
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．  

（１）身体障がい者 

本市における身体障害者手帳所持者数は、2022（令和４）年度現在で 2,136 人とな

っています。2020（令和２）年度以降は減少傾向にあります。 

総人口に対する割合も、やや減少傾向で推移しており、2022（令和４）年度には

3.70％となっています。 

 
【身体障害者手帳所持者数及び割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

   2020（令和２）年度 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 

 所持者数 2,318 人 2,207 人 2,136 人 

（うち 18 歳未満） 28 人 25 人 27 人 

 対人口割合 3.90 ％ 3.77 ％ 3.70 ％ 

等
級
別
所
持
者
数 

1 級 765 人 715 人 703 人 

2 級 387 人 371 人 348 人 

3 級 345 人 339 人 324 人 

4 級 518 人 498 人 498 人 

5 級 152 人 149 人 141 人 

6 級 151 人 135 人 122 人 
                                                            

                                                            ※対人口割合は住民基本台帳、各年９月末現在 
 

3.90%
3.77% 3.70%

2,318人
2,207人 2,136人

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

令和２年度 令和３年度 令和４年度

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

4.00%

4.50%

1級 2級 3級 4級 5級 6級 対人口割合
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2022（令和４）年度の状況を障がいの種別でみると、「肢体不自由」が 1,737 人と最

も多く、次いで「内部障害」が 719 人となっており、これらの種別で全体の約 84％を

占めています。 

【障害者種別手帳所持者の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2020（令和２）

年度 

2021（令和３）

年度 

2022（令和４）

年度 

所持者数 2,988 人 2,946 人 2,916 人 

障
が
い
の
種
別 

視覚障害 198 人 195 人 197 人 

聴覚障害 210 人 208 人 205 人 

平衡機能障害 10 人 10 人 10 人 

音声機能障害 25 人 24 人 26 人 

言語機能障害 18 人 18 人 16 人 

そしゃく機能障害 6 人 6 人 6 人 

肢
体
不
自
由 

肢体不自由上肢 610 人 602 人 591 人 

肢体不自由下肢 1,048 人 1,034 人 1,017 人 

肢体不自由体幹 100 人 100 人 98 人 

運動機能障害・上肢 13 人 12 人 12 人 

運動機能障害・移動 18 人 19 人 19 人 

内
部
障
害 

心臓機能障害 351 人 345 人 342 人 

腎臓機能障害 178 人 176 人 178 人 

呼吸器機能障害 62 人 61 人 62 人 

膀胱直腸機能障害 130 人 125 人 125 人 

小腸機能障害 3 人 3 人 3 人 

免疫機能障害 2 人 2 人 2 人 

肝臓機能障害 6 人 6 人 7 人 

                                 

1,789人 1,767人 1,737人

732人 718人 719人

2,988人 2,946人 2,916人

令和２年度 令和３年度 令和４年度

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語・そしゃく障害 肢体不自由 内部障害
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（２）知的障がい者 

本市の療育手帳所持者数は、2020（令和２）年度から 2021（令和３）年度にかけて

減少していましたが、2021（令和３）年度から 2022（令和４）年度にかけては増加し、

2022（令和４）年度では 581 人となっています。総人口に対する割合は 2022（令和

４）年度で 1.01％となっています。 

18 歳未満の障がい児は、2020（令和 4）年度から増加し、2022（令和４）年度は 136

人となっています。等級別にみると、Ｂが多くなっています。 
 

【療育手帳所持者数及び割合の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
2020（令和２）

年度 
2021（令和３）

年度 
2022（令和４）

年度 

 所持者数 584 人 569 人 581 人 

 （うち 18 歳未満） 127 人 130 人 136 人 

 対人口割合 0.98% 0.97% 1.01% 

等
級
別 

Ａ 164 人 155 人 154 人 

Ｂ 420 人 414 人 427 人 

                                                           

                                                            ※対人口割合は住民基本台帳、各年９月末現在 
 

 

  

584人 569人 581人

0.98% 0.97%
1.01%

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

0.80%
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1.20%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
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Ａ Ｂ 対人口割合
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（３）精神障がい者 

本市の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、2021（令和３）年度から 2022（令和４）

年度にかけて増加しており、2023（令和５）年度では 512 人となっています。 

総人口に対する割合も増加し、2022（令和４）年度には 0.89％となっています。 

2022（令和４）年度の状況を等級別にみると、「２級」が最も多く、全体の 56％を

占めています。 
 

 

【精神障害者保健福祉手帳所持者数及び割合の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
2020（令和２）

年度 
2021（令和３）

年度 
2022（令和４）

年度 

 所持者数 477 人 460 人 512 人 

 （うち 18 歳未満） 16 人 10 人 11 人 

 対人口割合 0.80% 0.79% 0.89% 

等級別 

1 級 59 人 46 人 52 人 

2 級 243 人 145 人 287 人 

3 級 175 人 269 人 173 人 

                                                             

                                                            ※対人口割合は住民基本台帳、各年９月末現在 

 

 

  

0.80% 0.79%
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３．指定難病及び小児慢性特定疾病受給者証所持者数 

指定難病及び小児慢性特定疾病受給者証所持者数をみると、両者ともにほぼ横ばい

で推移しています。 2022（令和４）年度では、指定難病 497 人、小児慢性特定疾病

34 人となっています。 

 

 

【指定難病及び小児慢性特定疾病受給者証所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2020（令和２） 

年度 

2021（令和３） 

年度 

2022（令和４） 

年度 

指定難病医療費 492 人 486 人 497 人 

（対人口割合） 0.83% 0.83% 0.86% 

小児慢性特定疾病医療費 38 人 32 人 34 人 

（対人口割合） 0.06% 0.05% 0.06% 

 

                                                            ※対人口割合は住民基本台帳、各年９月末現在 
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